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本 DISCUSSION PAPER は、所内での討論に用いるとともに、関係の方々からのご意見をいただく
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Hosotsubo Moritaka, National Institute of Science and Technology Policy (NISTEP), MEXT 
ABSTRACT 
The next became clear as the result of Statistical Analysis of Science and Technology Interest Level, 
Nobel Prize Award Interest Level, and The Science and Technology Contribution Expec t Degree to 
The Japanese Economic Maintenance or Improvement in Global Competitiveness from the data of 
Research material No.211 “The Change of the Public Attitudes to Science and Technology”. 
For Improvement policies such as Science and Technology Interest Level, Information 
dissemination which led the Internet about basic research  is needed. For Improvement policies such 
as Nobel Prize Award Interest Level, the construction of structure which makes information spread 
more widely in order to be dependent on a respondent attribute from subjectivity, for example, a 
museum, a substantial science café are needed. The Science and Technology Expect Degree to 
Economic Competitiveness is greatly dependent on subjectivity from a respondent attribute. For the 
improvement, the measure which responds to the science and technology subject according to the 
right time is needed. 
Moreover, Regardless of the existence of the Nobel Prize Award Interest Level, the Science and 
Technology Expect Degree to Economic Competitiveness falled during about 2 months, and it will 
go up after that. It seems that immediately after the Nobel Prize Award recognition of the importance 
of basic science increases, at the same time, recognition that the pile over the long period of basic 
research leads to social utilization will increase by the news about years of struggles or difficulties 
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いう。)では、2009 年 11 月から 2012 年 3 月までインターネット調査を実施した。調査方法は調査会社
の登録モニターを対象として、毎月月末に原則同じ質問を行うことで短期間での国民意識の変化を
把握した（男女同数、各年代約 100 人ずつで毎月 600 人）。しかし、設問変更や契約の都合から、調
査会社が異なる期間もあり、同一会社で比較的長期間調べたのは 2010 年 4 月から 2011 年 3 月ま






















 本研究で得られた主な分析結果およびその政策的含意は次の１．、２．、３．の 3 点である。なお、
各変量の正式名称が長いため、本文中図表 6-1,6-2,6-3,6-4 の表題の略称を用いる。 




















































































2012 年 10 月、iPS 細胞の研究成果により山中伸弥氏 (以降、受賞者の方々の敬称は氏で統一さ
せていただく)がノーベル賞(医学生理学)を受賞された。本報は多くの全国紙の一面を掲載され、主
要な TV ニュースなどのメディアでも報道された。 
近年、山中氏のみならず、メディアで大々的に報道された日本人研究者のノーベル賞受賞は珍し
くない。例えば、2008 年以後だけでも、 
・ 小林・益川理論、CP 対称性の破れの小林誠氏、益川敏英氏(ともに物理学賞 :2008 年) 
・ 緑色蛍光タンパク質の下村脩氏(化学賞 :2008 年) 
・ 自発的対称性の破れの南部陽一郎氏(物理学賞 :2008 年) 










































 2.の標本設計としては、毎月末、年代(10 代・20 代…60 代)からほぼ均等に 100 程度の標本数を得
るとしている。これは国民の人口分布(高齢者がより多い)を反映しない(図表 1)が、世代間や男女間
の比較を行うことを優先したものと考えられる。平均年齢でも国勢調査では 44.6 歳、国民調査では





図表 1 国民意識調査（左縦軸）と国勢調査（右縦軸）の年代比較(2010 年時点、以下全図表におい




















図表 3 国民意識調査（左縦軸）と国勢調査（右縦軸）の居住地域比較(出典：平成 22 年(2010 年)
国勢調査(総務省)と 2010 年国民意識調査の平均から筆者作成) 
 
図表 4 国民意識調査（左縦軸）と国勢調査（右縦軸）の未既婚比較(出典：平成 22 年(2010 年)国勢









図表 5 国民意識調査（左縦軸）と国勢調査（右縦軸）の学歴比較(出典：平成 22 年(2010 年)国勢調









知・その他中部・大阪・その他近畿・中国四国・九州 ), 2)性別, 3)’年代(15-19,20-24,25-29,
…,65-70), 4)未既婚, 5)’ (同居)子どもの数（略称：同居子供数）：0 人、1 人、2 人、3 人以上, 
7) 科学技術のニュースや話題への関心（略称：科学技術話題への関心）：「非常に関心がある」、  
「どちらかといえば関心がある」、「どちらかといえば関心がない」、「全く関心がない」,  
【以下 8)から 15)まで、「ある程度関心を抱いた」か、否かの 2 水準】 
8) 米国ＮＡＳＡの宇宙開発（略称：米国 NASA 宇宙開発） 
9) 日本人宇宙飛行士のＩＳＳでの活動（略称：日本人宇宙飛行士の ISS 活動） 
10) ｉＰＳ細胞の研究・実用化に向けた取組（略称： iPS 細胞研究実用化） 
12) 新型インフルエンザ対策・感染症対策ワクチン接種（略称：感染症対策ワクチン接種）  
13) 電気自動車の開発の進展や普及促進に関する課題（略称：電気自動車開発進展普及促進）  




中間の 5 水準】 




























「期待しない」と相互の中間の 5 水準⇒質問 37)から 57)まで設定。上記右側に記載】 
【以下 58)から 61)まで、「これらの科学技術に関する取組の推進が重要と思うか」に対して、重要度を
「極めて重要だと思う」、「ある程度重要だと思う」、「重要だと思わない」と相互の中間の 5 水準】 
58) 創造性の豊かな優れた研究者の育成（略称：創造性豊優研究者育成）  
59) 大学等における研究や教育への積極的な支援（略称：大学等研究教育積極的支援）  




前期のみ：6)’最終学歴(中学,高校 ,専門学校 ,短大高専 ,大学 ,大学院,その他,不明),  
【「ある程度関心を抱いた」か、否かの 2 水準】 
11) ２０１０年のノーベル化学賞の受賞者（略称：ノーベル賞受賞） 
【以下居住形態】71)同居形態, 72)同居人数 , 73)持ち家形態 , 
【以下職業属性】74)職種, 75)業種 , 76)担当業務, 77)企業人数 , 78)勤務先人数 , 79)国内外, 80)就
業場所 , 81)共働き,  
【他属性】82)同居子ども学齢(3 歳未満 ,3 歳以上幼児,小学生 ,中学生,高校生予備校生 ,大学短大
専門学生 ,大学院,未婚社会人 ,既婚社会人 ,その他), 83)PC 台数(1, 2, 3, 4 台以上), 84)モバイル数
(ノート PC, PDA 類)(0, 1, 2, 3, 4 台以上), 85)TV 数(0, 1, 2, 3, 4 台以上), 86)新聞購読数(0, 1, 2, 3
誌以上), 87)インターネット利用時間(1 時間未満 , 1-5, 5-10, 10-20, 20-30, 30-40, 40 時間以上), 
88)携帯 PHS 数(0, 1, 2, 3 台以上), 90)年収(100 万未満 ,100-200 万未満,200-300 万未満,300-400
万未満 ,400-500 万未満 ,500-600 万未満 ,600-700 万未満 ,700-800 万未満,800-900 万未
満,900-1000 万未満 ,1000-1500 万未満 ,1500 万以上) 
 
後期のみ：6)’’最終学歴(中学,高校・専修学校高等課程 ,専修学校一般課程専門課程 ,専門学校 , 
短期大学 ,高専,大学 ,大学院),  
【以下、「ある程度関心を抱いた」か、否かの 2 水準】62)緊急地震速報システム, 63)はやぶさ活動
微粒子分析 , 64)東日本大震災原子力発電所事故影響, 65)人遺伝子情報解析 , 66)ロボット技術
研究・実用化 , 67)改正臓器移植法施行後動き, 68)インターネット利用犯罪 , 69)レアアース代替品
研究開発 , 70)花粉症食物アレルギー原因究明対処法 ,  
【以下職業属性】74)’現在職業 , 75)’職業,  
【他属性】89)最も信頼している手段(テレビ,新聞 ,インターネット（SNS 以外の web サイト）,ラジオ,週刊
誌等の一般の雑誌 ,専門書や学術雑誌 ,友人・知人（職場の同僚を含む）との会話 ,家族との会
話,SNS サイト,特にない), 90)’世帯税込年収(100 万円未満 ,200 万円未満 ,300 万円未満 ,400 万円
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未満 ,500 万円未満 ,600 万円未満,700 万円未満 ,800 万円未満 ,900 万円未満 ,1000 万円未満 ,1200








導要領改訂実施年である平成 14 年(2002 年、小・中),平成 15 年(2003 年、高等学校)から、調査時
点の平成 22 年(2010 年)まで)と回答者の年齢、性別、居住都道府県と学校基本調査 (基幹統計)か
ら、国公立の小中高等学校の生徒数割合を求め、ゆとり教育度を推測した。 
本調査の主な実施時期である 2010 年時点の小中高校生は年齢を逆算すると、全てゆとり教育を



























   小学生→小学 3.5 年生(8.5 歳)、中学生→中学 2 年生(14 歳) 
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2011年8月 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上
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(関心の有無)は図表 9-1 のとおりであり、2010 年 10 月の鈴木章氏、根岸英一氏の受賞を契機に関
心が上がっている。図表 9-1 を見る限り、調査会社の異なりはあまり影響を及ぼしていないようにも




図表 9-1 ノーベル賞に関する関心の有無の時間変化(出典：国民意識調査より筆者作成) 
 
 計数値(カウントデータ)ではなく、割合で図示すると図表 9-2 となる。
 






























・男性(確信度 = 0.828, 支持度 ≧ 0.1(以下同)), 本社勤務(0.753), 大卒(0.745), 国内企業
(0.741), PC2 台(0.730), 一人住(0.728), 共働き(0.722), TV3 台以上(0.710), 持家一戸建(0.710), 
東京居住(0.707), ネット利用 10-20 時間(0.703), 新聞購読 1 誌(0.701), 未婚(0.700), TV1 台
(0.700), 15-19 歳(0.700), … 
となる（図表 10-1）。後期で前期と同じ支持度/確信度に設定すると、後期で科学技術関心度に影響
を及ぼす上位原因は、 
・男性(確信度 = 0.863), 専門技術職(0.856), 最信頼手段ネット(0.843), 60-64 歳(0.812), 大卒
(0.802), 正社員(0.800), 最信頼手段新聞(0.796), 同居子供 0 人(0.768), 既婚(0.766), 未婚
(0.765), 同居子供 1 人(0.764), 東京居住(0.751), 学生(0.747), 同居子供 2 人(0.744), 15-19 歳









・iPS 細胞関心(確信度 = 0.871), NASA 宇宙関心(0.870), 男性(0.828), 省エネ関心(0.817), 未知
領域解明期待(0.815), LED 関心(0.813), 科学知識思考力期待(0.810), 未知領域解明重要
(0.807), ノーベル賞関心(0.804), 科学知識思考力重要(0.802), … 
となる。後期で前期と同じ支持度/確信度に設定すると、後期で科学技術関心度に影響を及ぼす上
位原因は、 
・NASA 宇宙関心(確信度 = 0.880), はやぶさ関心(0.877), iPS 細胞関心(0.873), 男性(0.863), ロボ
ット関心(0.858), レアアース代替関心(0.857), 専門技術職(0.856), 電気自動車関心(0.856), 日










                                                                    
                                                    









・共働なし(確信度 = 0.382), 既婚(0.369), 新聞購読 1 誌(0.353), 女性(0.352), PC2 台(0.351), TV1   
 台(0.351), TV2 台(0.349), 持家一戸建(0.343), モバイル 0 台(0.341), 同居子ども 0 人(0.339),… 
となる。主観変量を追加すると、 
・感染症ワクチン(確信度 = 0.462), iPS 細胞(0.457), 日本人 ISS(0.456), 電気自動車(0.454), 省エ
ネ(0.454), LED(0.452), 科学知識思考力期待(0.446), NASA 宇宙(0.442), 学問水準向上期待











・男性(確信度 = 0.489), 共働なし(0.484), 同居人数 2 名(0.481), 既婚(0.479), TV2 台(0.475), 同居
人数 3 名(0.473), PC2 台(0.472), 国内企業(0.466), 同居子ども 0 人(0.463), 持家一戸建(0.462), 
… 
となる。主観変量を追加すると、 
・学問水準向上期待(確信度 = 0.729), 新産業雇用期待(0.721), 科学技術思考力期待(0.718), 情
報高度化期待(0.697), 経済国際競争力重視(0.686), 快適住環境期待(0.683), 生活利便向上期
待(0.677), 不安脅威解消期待(0.671), 交通整備期待(0.655), 高齢者自立期待(0.652), … 
                                                                    
                                                    





・最信頼手段 SNS 以外ネット(確信度 = 0.583), 最信頼手段新聞(0.578), 男性(0.567), 大卒(0.557),
正社員(0.557), 既婚(0.557), 同居子ども 0 人(0.533), 未婚(0.507), 高卒(0.507), 女性(0.498),… 
となる。主観変量を追加すると、 
・新産業雇用期待(確信度 = 0.780), 学問水準向上期待(0.778), 情報高度化期待(0.772), 科学技
術知識思考力期待(0.765), 生活利便向上期待(0.761), 快適住環境期待(0.745), 不安脅威解消
















科学技術関心度の回答は 4 水準(k=1:非常に関心がある, 2:どちらかというと関心がある, 3:どちら
かというと関心がない, 4:全く関心がない)である。そのため、この科学技術関心度を目的変量、それ

























正社員、経営者、自営業など 20 水準あるとする。まず、AIC-s の後、その結果に対して、事前の(フ
ル)モデルから脱落した属性変量を各水準に分解した変量として追加し、再度 AIC-s を行う。即ち、上
記の例で、直前のモデルには存在した 20(l)水準の職種という属性変量が AIC-s の過程で脱落した






属性変量 xi  → AIC-s → 残余 → xi        → AIC-s → …（以下、収束まで反復） 










この結果、例えば 20 の職種水準変量のうち 5 個が残ったとする。一方、他の属性変量、例えば 10
水準の年収が脱落したかもしれない。理論的には、この場合、ともに属性水準変量として 20、10 と全
部戻すのがよいが、分割法は計算時間が膨大となるデメリットがあり、本稿の研究では前者は 5 個、
後者は 10 個の属性水準変量を採用する。こうして AIC-s を繰り返すと、経験上数回でモデルが決定
される。そこで、元の同じ属性変量内で水準を併合する。例えば、職種で 2 つ(専門技術職と教員職)










水準)と日本の経済国際競争力の維持・向上への科学技術寄与期待度(5 水準)では、10 年 4 月-11
年 3 月(前期), 11 年 6 月-12 年 3 月(後期)の調査会社別が好ましいと考えられる。ノーベル賞受賞
関心度については、上記後期途中で設問自体がなくなったこと、受賞 (10 年 10 月)後、相当時間が経
過した時期の分析の重要性は比較的低く、かつ正確性の確保のため、上記前期のみに行う。更に、
ノーベル賞受賞前後で関心度の推定モデルを 2 分割する方が、分割しない一括モデルよりも AIC が
低いことが判明していることから、ノーベル賞受賞に関しては 10 年 4 月-9 月(前期), 10 年 10 月-11
年 3 月(後期)として分析を行う。図表 9-1 及び図表 9-2 から直観的にもこのモデル分割で現象を記述
することができると考えられる。 
 以上の分割法と推定期間を鑑み、それぞれの関心度等を推定した結果は以下のとおり。以下に示
す BIC とはベイズ情報量基準であり、対数尤度比統計量 -(推定モデルのパラメータ数)×ln(データ
数)で定義され、AIC と同様に低いほど最適性が高いとされる。AIC と BIC を直接比較することはでき





図表 11 分割法の直観的イメージ（出典：計算手順を元に筆者作成） 
 
【科学技術関心度 :4 水準 , 10 年 4 月-11 年 3 月(前期 ), 11 年 6 月-12 年 3 月(後期)】 
・前期：通常法 AIC= 18593.78, df= 630, BIC= 23146.48, 1-誤判別率(1-G)= 0.6178294 
     分割法 AIC= 18121.15, df= 363, BIC= 20744.37, 1-誤判別率(1-G)= 0.6195021 
・後期：通常法 AIC= 9580.513, df= 273, BIC= 11379.2, 1-誤判別率(1-G)= 0.6247672 
分割法 AIC= 9545.304, df= 300, BIC= 11521.88, 1-誤判別率(1-G)= 0.6299814 
【ノーベル賞受賞関心度 :2 水準 , 10 年 4 月-9 月(前期 ), 10 年 10 月-11 年 3 月(後期)】 
・前期：通常法 AIC= 3808.065, df= 76, BIC= 4297.611, 1-誤判別率(1-G)= 0.8263215 
     分割法 AIC= 3739.359, df= 87, BIC= 4299.76, 1-誤判別率(1-G)= 0.8291262 
・後期：通常法 AIC= 5740.249, df= 101, BIC= 6408.625, 1-誤判別率(1-G)= 0.7606729 
分割法 AIC= 5701.174, df= 122, BIC= 6508.519, 1-誤判別率(1-G)= 0.7637482 
【日本の経済国際競争力の維持・向上への科学技術寄与期待度 :5 水準 , 10 年 4 月-11 年 3 月(前
期), 11 年 6 月-12 年 3 月(後期)】 
・前期：通常法 AIC= 16364.2, df= 464, BIC= 19717.3, 1-誤判別率(1-G)= 0.7160287 
     分割法 AIC= 16276.69, df= 560, BIC= 20323.53, 1-誤判別率(1-G)= 0.7207517 
・後期：通常法 AIC= 8678.537, df= 392, BIC= 11261.26, 1-誤判別率(1-G)= 0.7096834 




で推定モデルのパラメータ数(df)が増加し、推定モデルは冗長化して BIC は増加する。1-G は元デー
タによるある種の予測率とも捉えられるが、多くの場合、分割法は通常法よりわずかに改善するがそ
うでない場合もある。興味深いのは、科学技術関心度より日本経済国際競争力期待度モデルの方











・前期： AIC= 17990.47, df= 486, BIC= 21502.56, 1-誤判別率(1-G)= 0.6270786 
・後期： AIC= 9460.593, df= 408, BIC= 12148.74, 1-誤判別率(1-G)= 0.6418994 
ノーベル賞受賞関心度 
・前期： AIC= 3610.533, df= 273, BIC= 5369.033, 1-誤判別率(1-G)= 0.8535059 
・後期： AIC= 5475.259, df= 490, BIC= 8717.874, 1-誤判別率(1-G)= 0.8102388 
日本の経済国際競争力の維持・向上への科学技術寄与期待度  
・前期： AIC= 16257.84, df= 692, BIC= 21258.58, 1-誤判別率(1-G)= 0.7255732 
・後期： AIC= 8631.715, df= 516, BIC= 12031.42, 1-誤判別率(1-G)= 0.7160149 
主効果モデルより良い方を太字で表示 
 
















5. 関心や期待に関係する変量とその傾向分析  
 本稿では、(1)科学技術関心度(4 水準)、及びその具体例として(2)ノーベル賞受賞関心度(2 水準)、









































































   











（単位：人）  （単位：人）  
（単位：人）  （単位：人）  










図表 12-5 米国 NASA(ある程度関心を抱いたか、否か)と科学技術関心度（左：前期、右：後期、出
典：国民意識調査より筆者作成） 
 
 具体的な科学技術の事柄に対して関心を抱いたか否かに関して、米国 NASA の宇宙開発(図表
12-5)、日本人宇宙飛行士の ISS での活動(図表 12-6)、iPS 細胞の研究・実用化に向けた取組 (図表



































































































図表 12-17 同居子どもゆとり教育度と科学技術関心度 (前期、出典：国民意識調査より筆者作成) 
 
○ 交互作用 
（単位：人）  （単位：人）  






べるのは冗長と考えられるため、前後期でそれぞれ 2 項ずつ交互作用を紹介する。 
 
図表 12-18 性別/LED 照明利用関心度と科学技術関心度 (前期、出典：国民意識調査より筆者作
成) 
 






図表 12-19 快適住環境確保(重要性)/携帯電話 PHS 所持数と科学技術関心度(前期、出典：国民
意識調査より筆者作成) 
 
 携帯電話/PHS 所持数別の快適住環境確保(重要性、図表 12-19)も、科学技術関心度に対して新
たな角度から知見を与える。まず、携帯 PHS を 1 台保有する人は、快適住環境確保を重要と考える
かどうかと科学技術関心度との関連性が低い。とりわけ、それを重要と思わない人は科学技術関心







図表 12-20 現在職業/iPS 細胞研究実用化取組と科学技術関心度(後期、出典：国民意識調査より
筆者作成) 
 









































































（単位：人）  （単位：人）  
（単位：人）  
（単位：人）  


























 以下、いくつかの設問は関心の有無を尋ねており、まとめて説明する。  
1) 日本人宇宙飛行士の ISS(国際宇宙ステーション)活動への関心(図表 13-7) 
2) iPS 細胞研究実用化への関心(図表 13-8※この時点では山中氏はノーベル賞を受賞していない) 
3) 感染症対策ワクチン接種への関心 (図表 13-9) 
4) 電気自動車開発進展普及促進への関心(図表 13-10) 
5) LED 照明利用への関心(図表 13-11) 




































（単位：人）  （単位：人）  






















（単位：人）  （単位：人）  
（単位：人）  （単位：人）  



















































（単位：人）  （単位：人）  
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図表 13-18 同居子ども学齢とノーベル賞受賞関心度 (左 1 枚：受賞前期、右 2 枚：受賞後期、出典：
国民意識調査より筆者作成) 
 
 TV 数との関係では(図表 13-19)、受賞前では TV 台数が多いほど関心が低いが、受賞後は大差な




図表 13-19 TV 台数とノーベル賞受賞関心度(左：受賞前期、右：受賞後期、出典：国民意識調査よ
り筆者作成) 
 







図表 13-20 インターネット利用時間とノーベル賞受賞関心度 (左：受賞前期、右：受賞後期、出典：
国民意識調査より筆者作成) 
 
（単位：人）  （単位：人）  （単位：人）  
（単位：人）  （単位：人）  
（単位：人）  （単位：人）  
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表 14-1）。前期では 10 年 12 月と翌 1 月には期待度が高まっており、後期では 12 年 1 月の期待度
が低い。観測時点が他の説明変量と交互作用がないことから、この原因は、約 90 変量以外の説明
変量に組み込まれていない変量か、若しくは定量的な説明が難しい環境変化である可能性がある。   
（単位：人）  （単位：人）  
（単位：人）  （単位：人）  
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一つの可能性として、10 年 12 月には第 4 期科学技術基本計画の政府研究開発投資 25 兆円が
























（単位：人）  （単位：人）  










○解明の重要性（図表 14-4, 図表 14-5, 図表 14-6, 図表 14-7） 




○科学技術の寄与期待（図表 14-8, 図表 14-9, 図表 14-10, 図表 14-11, 図表 14-12,  




























（単位：人）  （単位：人）  

























（単位：人）  （単位：人）  












図表 14-9 地球規模の食料・水問題の解決 (科学技術の寄与)と日本の経済国際競争力の維持・向
上への科学技術寄与期待度(左：前期、右：後期、出典：国民意識調査より筆者作成) 
 
（単位：人）  （単位：人）  
（単位：人）  （単位：人）  















（単位：人）  （単位：人）  
（単位：人）  （単位：人）  












図表 14-15 日本の学問水準の向上(科学技術の寄与 )と日本の経済国際競争力の維持・向上への
科学技術寄与期待度(左：前期、右：後期、出典：国民意識調査より筆者作成) 
 
（単位：人）  （単位：人）  
（単位：人）  （単位：人）  
























（単位：人）  （単位：人）  
（単位：人）  （単位：人）  













用項を前後期 2 つずつ解釈する。 
 TV 数別の高齢者自立生活社会実現(重要性)に関して（図表 14-20）、TV を 3 台以上持つ場合に
は高齢者自立生活社会実現を重要だと思う人ほど、経済競争力への科学技術の寄与を強く期待す
る。一方、TV 数が 0-2 台の場合、高齢者自立生活社会実現を重要だと思わなくても経済競争力へ
の科学技術の寄与を強く期待する「逆 U 字型」となっている。 




























































図表 14-23 CO2 削減等低炭素社会実現(重要度)/居住地域と日本の経済国際競争力の維持・向
上への科学技術寄与期待度(後期、出典：国民意識調査より筆者作成) 
 












10_04-11_03(前期) 8 7 3 2 24
11_06-12_03(後期) 10 4 2 1 8
10_04-10_09(前期) 8 2 0 1 18
10_10-11_03(後期) 7 4 1 2 21
10_04-11_03(前期) 1 11 16 1 15















的なグラフに対して、上記 3 目的変量に対する分割法による M-Logit, AIC-s で得たモデルの逸脱度






図表 16  3 目的変量間の関係を示す有向グラフ（分割法による M-Logit, AIC-s で得た近似的なモ





 本稿では 3 つの目的変量のみ調べたが、残る約 87 変量を目的変量に設定して、分割法による
















図表 17 主な変量間の相関分析の有向グラフ 
（出典：分割法による多項ロジットモデルと尤度比検定結果から筆者作成。変量間の関係の強さとして、尤度比検定の結果
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へのアクセス件数全体を調べることは不可能であり、2010 年 10 月に受賞した鈴木章氏、根岸英一
氏の Wikipedia へのアクセス件数をウィキペディア記事閲覧統計(Wikipedia article traffic statistics  
http://stats.grok.se/ 2.)というサイトを用いて筆者が調べた(図表 18)。 
 
 
図表 18 ノーベル賞受賞発表直後からの Wikipedia での受賞者名のアクセス件数の推移(出典： 
Wikipedia article traffic statistics http://stats.grok.se/ でのアクセス件数データから筆者作成) 
 
 Wikipedia へのアクセス件数を見る限り、受賞発表直後のニュース効果は圧倒的である。受賞後 3















・ゼロ調整モデル(zero-altered(adjusted) model: ポアソン分布、負の二項分布)7. 
・ゼロインフレートモデル(zero-inflated model: ポアソン分布、負の二項分布 )7.8.9. 
の 8 種類を検討する。ここから最も AIC の低いモデルを最適モデルとして採用する。 
 図表 18 では最初のピーク後もノイズ的な突発が少なくない。例えば、10 月冒頭受賞後、11 月は緩
















の前に受賞年(y)を付すこととする。ここではその他に 2008 年と 2012 年受賞者の方々も追加して、ま
ず科学的内容効果のモデル推定を行った(図表 19)。 
 





(単位:日) 113 113 117 117 117 117 117
補正済決定
係数 0.366 0.453 0.438 0.318 0.357 0.390 0.125
切片の推定
値(a) 9.186 6.150 7.541 7.474 5.845 6.030 7.321
傾きの推定













(単位:日) 117 117 117 117 117 117
補正済決定
係数 0.230 0.307 0.355 0.438 0.287 0.343
切片の推定
値(a) 6.485 6.184 7.557 6.630 7.637 6.390
傾きの推定
値(b) -0.013 -0.014 -0.015 -0.014 -0.015 -0.016  





からである。(7.2)式から、2010 年 10 月の日本人ノーベル賞受賞に関する関心の科学的内容効果の




 以上を踏まえると、科学的内容効果の半減期は、約 40 日から 70 日程度と考えるのが妥当だろう。 
 次に、これを差分したニュース効果を検討する。図表 18 から科学的内容効果(図表 19)を差し引き、
一時的に発生する負値を 0 と置換したのが図表 20 である。これでほぼ定数的に減少する太いテイル
が消え、ノーベル賞受賞という突発的現象に対する瞬間的な反応として理解しやすくなった。しかし、
図表 20 を眺めるだけでもその意味は分からない。図表 20 から、前記した 8 種のモデルのうち最適モ
デルを探索し、その意味を検討する。図表 20 から明らかなように、初期の分布以降でも、15 日や 26
日近辺に突発分布が残っている。これら後発の突発分布まで一括して調べる必要はないため、ここ







図表 20 ノーベル賞に関するニュース効果（図表 18 から図表 19 の推定値の差分、出典： Wikipedia 
article traffic statistics http://stats.grok.se/ でのアクセス件数データから筆者作成） 
 















ポアソン分布 1,681,180 34,220 340,447 239,592 49,463 107,962 408,612 213,943 111,585 389,125 67,015 588,046 168,791
負の二項分布 1,657,850 32,372 329,661 232,734 44,970 102,906 378,786 198,566 104,676 356,520 62,670 542,151 157,987
ハードルモデル
(ポアソン分布) 1,668,364 33,248 335,774 235,962 47,087 105,985 392,526 205,350 108,277 374,061 65,128 566,655 164,049
ハードルモデル
(負の二項分布) 1,657,289 32,365 327,971 232,570 44,881 101,891 377,847 198,398 104,569 353,378 62,348 539,431 157,449
ゼロ調整モデル
(ポアソン分布) 1,668,360 33,248 335,774 235,962 47,087 105,985 392,526 205,350 108,277 374,061 65,128 566,655 164,049
ゼロ調整モデル
(負の二項分布) 1,657,290 32,365 328,058 232,570 44,881 102,013 377,852 198,398 104,569 353,696 62,352 539,479 157,449
ゼロインフレートモ
デル
(ポアソン分布) 1,668,360 33,248 335,774 235,962 47,087 105,985 392,526 205,350 108,277 374,061 65,128 566,655 164,049
ゼロインフレートモ
デル
(負の二項分布) 1,657,850 32,374 329,663 232,736 44,972 102,908 378,788 198,568 104,678 356,522 62,672 542,153 157,989  
図表 21 ノーベル賞に関するニュース効果の適合分布探索Ⅰ(13 時点生データの 3 日間移動平均-
科学的内容効果の AIC、塗り潰した箇所が最適モデル、出典： Wikipedia article traffic statistics 
http://stats.grok.se/ でのアクセス件数データから筆者作成) 
 









・ゼロを特別視する 3 つのモデル(ハードルモデル・ゼロ調整モデル・ゼロインフレートモデル)の AIC は










得られたものではない。そこで、図表 21 と同じ期間 13 時点のアクセス件数の生データを用いて同様
の分析も行った。その結果が図表 22 である。図表 22 でも図表 21 と同じくハードルモデルの有用性を
示している。 
 















ポアソン分布 3,786,250 103,663 635,858 456,696 97,262 167,808 647,109 310,447 172,148 716,821 173,955 913,621 255,966
負の二項分布 3,008,640 86,439 450,852 363,351 73,042 123,270 493,657 249,551 143,740 497,866 125,547 699,043 206,341
ハードルモデル
(ポアソン分布) 3,463,249 97,782 522,202 423,064 85,989 140,642 562,022 279,837 165,622 586,655 153,831 812,570 240,334
ハードルモデル
(負の二項分布) 2,962,665 86,151 447,748 355,566 72,605 122,275 491,234 248,473 139,917 494,502 123,751 689,224 200,650
ゼロ調整モデル
(ポアソン分布) 3,463,250 97,782 522,202 423,064 85,989 140,642 562,022 279,837 165,622 586,655 153,831 812,570 240,334
ゼロ調整モデル
(負の二項分布) 2,966,700 86,151 448,424 356,263 72,609 122,496 491,379 248,485 140,049 495,095 123,856 690,465 201,153
ゼロインフレートモ
デル
(ポアソン分布) 3,463,250 97,782 522,202 423,064 85,989 140,642 562,022 279,837 165,622 586,655 153,831 812,570 240,334
ゼロインフレートモ
デル
(負の二項分布) 3,008,640 86,441 450,854 363,353 73,044 123,272 493,659 249,553 143,742 497,868 125,549 699,045 206,343  
図表 22 ノーベル賞に関するニュース効果の適合分布探索Ⅱ(13 時点生データの AIC、塗り潰した箇
所が最適モデル、出典： Wikipedia article traffic statistics http://stats.grok.se/ でのアクセス件
数データから筆者作成) 
 
しかし、図表 21、図表 22 をよく見ると、ハードルモデルをはじめとする負の二項分布の有用性はさ
ることながら、ゼロ点で調整等しているポアソン分布ではあまり AIC の改善が見られない。これはポア
ソン過程の前提の間違い、分布の制約から起因する問題、少ない時点数から起因する可能性など






















ポアソン分布 14,872,000 521,040 3,475,270 3,141,950 547,503 802,122 2,798,150 1,198,500 774,246 3,285,200 1,037,970 3,700,410 1,100,050
負の二項分布 5,089,820 188,234 963,614 862,379 163,177 237,278 889,520 414,894 259,914 970,425 323,635 1,215,000 358,689
ハードルモデル
(ポアソン分布)
12,059,055 450,075 2,566,519 2,448,904 435,753 604,581 2,201,163 981,465 649,845 2,469,324 810,784 2,924,759 890,963
ハードルモデル
(負の二項分布)
4,965,811 187,541 945,142 852,496 162,260 230,882 869,974 404,138 254,104 954,260 323,285 1,185,260 348,849
ゼロ調整モデル
(ポアソン分布)
12,059,100 450,075 2,566,520 2,448,900 435,753 604,581 2,201,160 981,465 649,845 2,469,320 810,783 2,924,760 890,963
ゼロ調整モデル
(負の二項分布)








5,089,830 188,236 963,616 862,381 163,179 237,280 889,522 414,896 259,916 970,427 323,637 1,215,000 358,691
 
図表 23 ノーベル賞に関するニュース効果の適合分布探索Ⅲ(3 日間移動平均 57 時点の AIC、塗り




えられる。図表 24 では 2010 年のノーベル賞受賞者名のアクセス件数の差分したデータと推定値を
確率分布として比較した。概ねよく再現されていると思われる。 
ハードルモデルとは、ゼロ点での構造的特殊性を含む分布であり 7.8 .9 .、附録に記載したとおり、他







図表 24 ノーベル賞に関するニュース効果を再現したハードルモデル(負の二項分布)Ⅰ(出典： 
Wikipedia article traffic statistics http://stats.grok.se/ でのアクセス件数データから筆者作成 ) 
 


















0.862 1.580 0.252 0.933 1.057 0.000 0.771 1.155 1.346 0.013 0.581 0.538 0.814




0.569 0.710 0.490 0.593 0.624 0.488 0.575 0.623 0.681 0.521 0.583 0.570 0.608
 
図表 25 図表 21 で推定されたハードルモデルのパラメータ推定量 (出典： Wikipedia article traffic 
statistics http://stats.grok.se/ でのアクセス件数データから筆者作成 ) 
 
図表 25 のパラメータ推定値から、それぞれの受賞者や受賞成果のアクセス結果の特徴を把握し、
国民の意識への影響を考察する。推定されたパラメータのうち、主に上 2 つは 1 日後以降のアクセス
件数に関するものであり、3 つ目は発表当日(0 日目)に関するものである。 







図表 26 ノーベル賞に関するニュース効果を再現したハードルモデル(負の二項分布)Ⅱ(出典： 
Wikipedia article traffic statistics http://stats.grok.se/ でのアクセス件数データから筆者作成 ) 
 
 図表 25 の 3 行目のゼロ・ハードルモデル係数推定値が最も大きいのは(y12)iPS 細胞、最小が(y08)
小林誠氏である。図表 25 から、この推定値の意味は「ゼロ点における分布の抑制」的なものであるこ
とが分かる。即ち、この推定値が大きい程、ゼロ点におけるアクセス件数割合(確率密度)は少なくな





















日数平均 0.947 1.615 0.780 1.071 1.361 0.779 1.143 1.348 1.519 0.952 1.110 1.115 1.216
日数分散 1.220 2.701 1.161 1.567 2.721 1.196 2.150 2.631 2.767 1.838 1.988 2.169 2.269
ゼロ日確率 0.431 0.290 0.510 0.407 0.376 0.512 0.425 0.377 0.319 0.479 0.417 0.430 0.392  
図表 27 推定されたハードルモデルのアクセス日数平均と分散、ゼロ日の確率 (推定値高位 3 つまで
茶色網掛、低位 3 つまで水色網掛、出典： Wikipedia article traffic statistics http://stats.grok.se/ 
でのアクセス件数データから筆者作成 ) 
 
 図表 27 は図表 25 より実務的に解釈しやすい。例えば、図表 25 で示した(y12)山中伸弥氏、iPS 細



















図表 28 受賞成果/受賞者氏名のアクセス件数比の推移(出典： Wikipedia article traffic statistics 





(y12iPS 細胞) / (y12 山中伸弥)  
(y10 クロスカップリング) / (y10 根岸英一) 
(y10 クロスカップリング) / (y10 鈴木章)  
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【科学技術関心度】(前期：2010 年 4 月-11 年 3 月、後期：2011 年 6 月-12 年 3 月)：観測時点は他
変量と独立して影響  
【ノーベル賞受賞関心度】 ※受賞前後で分割するモデル・解析が合理的  
1) 前期（2010 年 4 月-9 月）：観測時点は全く影響しない 












10_04-11_03(前期) 8 7 3 2 24
11_06-12_03(後期) 10 4 2 1 8
10_04-10_09(前期) 8 2 0 1 18
10_10-11_03(後期) 7 4 1 2 21
10_04-11_03(前期) 1 11 16 1 15





















属性：男性（前後期）、電気電子コンピュータ通信機器業種（前期）、自由業（後期）、PC 台数 2 台以
上（前期）、モバイル台数 2 台以下（前期）、インターネット利用時間 40 時間以上（前期） 











企業勤務（後期）、同居子ども高校生等（後期）、年収 700-800 万円（後期） 
a) 受賞後に「研究開発者ではない」職種の回答者の関心が高い。職種と異なり、業種では受賞
前は受賞成果と関係しない業種の関心が高く、受賞後は成果関連業種の関心が向上  
b) 受賞前では 3 歳以上幼児と同居する回答者の関心は低く、受賞後は他水準と同程度となる。
受賞を契機に子どもの教育や将来などを考え始めるのかもしれない  











b) TV 数別の高齢者自立生活社会実現の重要性 (前期)から、TV 数が 3 台以上持つ回答者は高
齢者を家族に持つ可能性が高く、本課題を身近で重要と認識している 
c) インターネットを週 5 時間以上利用する人はテロ等不安脅威解消に科学技術の寄与を期待し
なくても、少なからず科学技術に関心を持つ(前期) 























図表 30(図表 16 を再掲)  3 目的変量間の関係を示す有向グラフ（分割法による M-Logit, AIC-s で
得たモデルの逸脱度分析の結果から。図中の P は逸脱度分析の P 値、z はモデル当該変量の各水
準の z 値から判定、出典：国民意識調査より筆者作成） 
 
更に、これらの 3 変量にいくつかの目的変量を加え、関係の強さとして、尤度比検定の結果が























図表 31(図表 17 を再掲) 主な変量間の相関分析の有向グラフ 
（出典：分割法による多項ロジットモデルと尤度比検定結果から筆者作成。変量間の関係の強さとし


























(2) ノーベル賞への「関心」に関する理解のため、上記国民意識調査データと Wikipedia のアクセス件
数データから、時間な変化を分析した。 
 Wikipedia へのアクセス件数データについては、2010 年の受賞のほか、やはり日本人がノーベル賞





識調査データではこの効果が強く、減衰は緩やかである。(半減期：Wikipedia データで 40 日-70 日
程度) 

















本 Discussion Paper (DP)のとりまとめには、様々な方々の御協力をいただいた。 
なお、本 DP における主張等の責任は専ら筆者が負うと附記する。 
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Analysis of Deviance Table (Type II tests)
Response: 7) 科学技術話題関心(前期) LR Chisq Df Pr(>Chisq)
0) 観測時点 82.79 36 0.0000 ***
1) 居住地域 27.56 9 0.0011 **
2) 性別 361.09 3 0.0000 ***
4) 未既婚 3.79 3 0.2851
6) 最終学歴 56.53 21 0.0000 ***
8) 米国NASA宇宙開発 410.94 3 0.0000 ***
9) 日本人宇宙飛行士ISS活動 36.66 3 0.0000 ***
10) iPS細胞研究実用化 523.52 3 0.0000 ***
11) ノーベル賞受賞 24.99 3 0.0000 ***
12) 感染症対策ワクチン接種 22.3 3 0.0001 ***
13) 電気自動車開発進展普及促進 24.08 3 0.0000 ***
14) LED照明利用 48.1 3 0.0000 ***
15) 省エネ 56.48 3 0.0000 ***
17) 資源再生利用等循環型社会実現 35.07 12 0.0005 ***
20) 高水準医療提供 31.22 12 0.0018 **
22) 自然災害予知被害軽減 26.86 12 0.0081 **
29) 快適住環境確保 39.08 12 0.0001 ***
30) 宇宙海洋等未知領域解明 42.94 12 0.0000 ***
32) 日本学問水準向上 35.83 12 0.0003 ***
33) 科学的知識思考力普及社会実現 48.56 12 0.0000 ***
38) 資源再生利用等循環型社会実現 31.91 12 0.0014 **
51) 宇宙海洋等未知領域解明 35.85 12 0.0003 ***
54) 科学的知識思考力普及社会実現 25.43 12 0.0129 *
58) 創造性豊優研究者育成 46.15 12 0.0000 ***
61) 社会経済活動革新研究成果実用化 37.85 12 0.0002 ***
71) 同居形態 11.05 3 0.0114 *
74) 職種 98.95 21 0.0000 ***
75) 業種 43 15 0.0002 ***
76) 担当業務 36.52 9 0.0000 ***
77) 企業人数 6.08 3 0.1079
78) 勤務先人数 26.36 6 0.0002 ***
79) 国内外資本 19.13 6 0.0040 **
80) 就業場所 25.37 9 0.0026 **
81) 共働き 12.43 6 0.0531 .
82) 同居子ども学齢3歳以上幼児 14.52 3 0.0023 **
83) PC台数 57.45 9 0.0000 ***
84) モバイル数 19.09 12 0.0864 .








86) 新聞購読数 17.02 6 0.0092 **
87) インターネット利用時間 27.81 3 0.0000 ***
88) 携帯PHS数 12.41 3 0.0061 **
90) 年収 13.77 6 0.0323 *
91) 回答者ゆとり教育度 9.59 3 0.0224 *
92) 同居子どもゆとり教育度 10.45 3 0.0151 *
14) LED照明利用:2) 性別 23.14 3 0.0000 ***
12) 感染症対策ワクチン接種:32) 日本学問水準向上 33.87 12 0.0007 ***
12) 感染症対策ワクチン接種:15) 省エネ 10.19 3 0.0170 *
11) ノーベル賞受賞:13) 電気自動車開発進展普及促進 9.26 3 0.0260 *
29) 快適住環境確保:88) 携帯PHS数 31.34 12 0.0017 **
81) 共働き:71) 同居形態 19.12 6 0.0040 **
11) ノーベル賞受賞:61) 社会経済活動革新研究成果実用化 34.25 12 0.0006 ***
8) 米国NASA宇宙開発:9) 日本人宇宙飛行士ISS活動 10.49 3 0.0148 *
11) ノーベル賞受賞:88) 携帯PHS数 10.47 3 0.0150 *
8) 米国NASA宇宙開発:85) TV数 10.03 3 0.0183 *
15) 省エネ:17) 資源再生利用等循環型社会実現 32.36 12 0.0012 **
10) iPS細胞研究実用化:88) 携帯PHS数 11.23 3 0.0105 *
8) 米国NASA宇宙開発:10) iPS細胞研究実用化 8.7 3 0.0336 *
4) 未既婚:71) 同居形態 2.83 3 0.4186
10) iPS細胞研究実用化:78) 勤務先人数 16.19 6 0.0128 *
13) 電気自動車開発進展普及促進:2) 性別 12.16 3 0.0069 **
10) iPS細胞研究実用化:13) 電気自動車開発進展普及促進 8.42 3 0.0381 *
2) 性別:92) 同居子どもゆとり教育度 9.26 3 0.0260 *
77) 企業人数:82) 同居子ども学齢3歳以上幼児 9.56 3 0.0227 *
13) 電気自動車開発進展普及促進:77) 企業人数 8.4 3 0.0385 *
2) 性別:82) 同居子ども学齢3歳以上幼児 7.64 3 0.0540 .
87) インターネット利用時間:92) 同居子どもゆとり教育度 7.4 3 0.0602 .
14) LED照明利用:90) 年収 18.42 6 0.0053 **
15) 省エネ:90) 年収 15.12 6 0.0193 *
13) 電気自動車開発進展普及促進:14) LED照明利用 9.1 3 0.0280 *
4) 未既婚:81) 共働き 2.15 6 0.9050
11) ノーベル賞受賞:87) インターネット利用時間 6.83 3 0.0776 .
---




















Analysis of Deviance Table (Type II tests)
Response: 7) 科学技術話題関心(後期) LR Chisq Df Pr(>Chisq)
0) 観測時点 65.839 27 0.0000 ***
2) 性別 209.15 3 0.0000 ***
3) 年代 65.91 30 0.0002 ***
4) 未既婚 8.418 3 0.0381 *
6) 最終学歴 71.331 21 0.0000 ***
8) 米国NASA宇宙開発 69.908 3 0.0000 ***
9) 日本人宇宙飛行士ISS活動 11.344 3 0.0100 *
10) iPS細胞研究実用化取組 102.9 3 0.0000 ***
13) 電気自動車開発進展普及促進課題 15.15 3 0.0017 **
14) LED照明利用 11.028 3 0.0116 *
20) 高水準医療提供 38.056 12 0.0002 ***
30) 宇宙海洋等未知領域解明 52.375 12 0.0000 ***
33) 科学的知識思考力普及社会実現 54.311 12 0.0000 ***
36) 情報利用高度化効率的便利社会実現 29.167 12 0.0037 **
37) CO2削減等低炭素社会実現 22.244 12 0.0349 *
43) 自然災害予知被害軽減 27.637 12 0.0062 **
58) 創造性豊優研究者育成 28.827 12 0.0042 **
63) はやぶさ活動微粒子分析 39.415 3 0.0000 ***
64) 東日本大震災原子力発電所事故影響 18.497 3 0.0003 ***
65) 人遺伝子情報解析 5.383 3 0.1458
68) インターネット利用犯罪 9.11 3 0.0279 *
69) レアアース代替品研究開発 9.629 3 0.0220 *
74) 現在職業 26.437 6 0.0002 ***
75) 絞込業種 35.229 15 0.0023 **
91) 回答者ゆとり教育度 24.948 9 0.0030 **
科学技術発展評価 34.712 12 0.0005 ***
人間科学技術コントロールできない 32.531 12 0.0011 **
社会的影響力大研究開発推進市民参加 36.506 12 0.0003 ***
科学者話信用度 33.937 9 0.0001 ***
社会的影響力大科学技術情報提供 55.83 12 0.0000 ***
専門家集団科学者学会等福島第１原子力発電所事故意見表明期待 100.55 12 0.0000 ***
64) 東日本大震災原子力発電所事故影響:20) 高水準医療提供 31.302 12 0.0018 **
10) iPS細胞研究実用化取組:74) 現在職業 22.951 6 0.0008 ***
8) 米国NASA宇宙開発:65) 人遺伝子情報解析 21.662 3 0.0001 ***
65) 人遺伝子情報解析:科学技術発展評価 34.188 12 0.0006 ***
2) 性別:9) 日本人宇宙飛行士ISS活動 11.16 3 0.0109 *
4) 未既婚:社会的影響力大研究開発推進市民参加 30.821 12 0.0021 **
2) 性別:4) 未既婚 13.17 3 0.0043 **
4) 未既婚:64) 東日本大震災原子力発電所事故影響 11.834 3 0.0080 **
69) レアアース代替品研究開発:14) LED照明利用 11.344 3 0.0100 *
14) LED照明利用:91) 回答者ゆとり教育度 22.599 9 0.0072 **
64) 東日本大震災原子力発電所事故影響:専門家集団科学者学会等福
島第１原子力発電所事故意見表明期待
29.121 12 0.0038 **
4) 未既婚:68) インターネット利用犯罪 7.518 3 0.0571 .
4) 未既婚:13) 電気自動車開発進展普及促進課題 10.515 3 0.0147 *
8) 米国NASA宇宙開発:20) 高水準医療提供 27.186 12 0.0073 **
64) 東日本大震災原子力発電所事故影響:30) 宇宙海洋等未知領域解明 26.131 12 0.0103 *
---






Analysis of Deviance Table (Type II tests)
Response:49) 日本経済的国際競争力維持向上(前期) LR Chisq Df Pr(>Chisq)
0) 観測時点 20.5 8 0.0085 **
1) 居住地域 18.6 8 0.0174 *
2) 性別 13.4 4 0.0093 **
3) 年代 36.1 16 0.0028 **
6) 最終学歴 20.1 4 0.0005 ***
8) 米国NASA宇宙開発 9.4 4 0.0519 .
16) CO2削減等低炭素社会実現 44.4 16 0.0002 ***
17) 資源再生利用等循環型社会実現 44.6 16 0.0002 ***
20) 高水準医療提供 46.1 16 0.0001 ***
21) 高齢者自立生活社会実現 47.5 16 0.0001 ***
22) 自然災害予知被害軽減 37.3 16 0.0019 **
23) テロ等不安脅威解消 43.3 16 0.0002 ***
28) 日本経済的国際競争力維持向上 4370.1 16 0.0000 ***
29) 快適住環境確保 44.5 16 0.0002 ***
30) 宇宙海洋等未知領域解明 38.9 16 0.0011 **
34) 仕事生活利便性向上 47.6 16 0.0001 ***
35) 新産業雇用創出 35.1 16 0.0039 **
37) CO2削減等低炭素社会実現 62.3 16 0.0000 ***
38) 資源再生利用等循環型社会実現 36.4 16 0.0026 **
39) 地球規模食料水問題解決 42.2 16 0.0004 ***
40) 資源エネルギー問題解決 73 16 0.0000 ***
41) 高水準医療提供 67.1 16 0.0000 ***
42) 高齢者自立生活社会実現 70.4 16 0.0000 ***
43) 自然災害予知被害軽減 48.2 16 0.0000 ***
44) テロ等不安脅威解消 117.2 16 0.0000 ***
47) 安全安心原子力開発利用 47.5 16 0.0001 ***
50) 快適住環境確保 46.4 16 0.0001 ***
52) 自然環境保全環境浄化技術向上 40.5 16 0.0007 ***
53) 日本学問水準向上 269.3 16 0.0000 ***
54) 科学的知識思考力普及社会実現 77.1 16 0.0000 ***
55) 仕事生活利便性向上 33.9 16 0.0057 **
56) 新産業雇用創出 289.8 16 0.0000 ***
57) 情報利用高度化効率的便利社会実現 48.3 16 0.0000 ***
61) 社会経済活動革新研究成果実用化 51.4 16 0.0000 ***
72) 同居人数 8.3 4 0.0801 .
74) 職種 30.6 12 0.0022 **
75) 業種 34.1 12 0.0007 ***
76) 担当業務 27.1 8 0.0007 ***
82) 同居子ども学齢3歳以上幼児 10.7 4 0.0303 *
82) 同居子ども学齢大学院 7.5 4 0.1113
85) TV数 10.5 4 0.0333 *
87) インターネット利用時間 13.4 4 0.0094 **
90) 年収 20.4 4 0.0004 ***
91) 回答者ゆとり教育度 26.2 4 0.0000 ***
92) 同居子どもゆとり教育度 18.2 4 0.0011 **
21) 高齢者自立生活社会実現:85) TV数 38.9 16 0.0011 **
50) 快適住環境確保:55) 仕事生活利便性向上 130.2 64 0.0000 ***
47) 安全安心原子力開発利用:85) TV数 35.7 16 0.0032 **
44) テロ等不安脅威解消:87) インターネット利用時間 34.8 16 0.0043 **
8) 米国NASA宇宙開発:72) 同居人数 9.7 4 0.0456 *
34) 仕事生活利便性向上:85) TV数 33.1 16 0.0071 **
---





Analysis of Deviance Table (Type II tests)
Response:49) 日本経済的国際競争力維持向上(後期) LR Chisq Df Pr(>Chisq)
0) 観測時点 8.98 4 0.0616 .
1) 居住地域 18.11 8 0.0204 *
3) 年代 25.18 8 0.0015 **
5) 同居子ども人数 18.88 4 0.0008 ***
13) 電気自動車開発進展普及促進課題 10.09 4 0.0389 *
16) CO2削減等低炭素社会実現 31.86 16 0.0104 *
19) 資源エネルギー問題解決 40.21 16 0.0007 ***
22) 自然災害予知被害軽減 41.57 16 0.0005 ***
25) 食安全確保 31.3 16 0.0123 *
28) 日本経済的国際競争力維持向上 1691 16 0.0000 ***
34) 仕事生活利便性向上 51.58 16 0.0000 ***
36) 情報利用高度化効率的便利社会実現 35.16 16 0.0038 **
38) 資源再生利用等循環型社会実現 57.77 16 0.0000 ***
39) 地球規模食料水問題解決 34.87 16 0.0041 **
40) 資源エネルギー問題解決 60.14 16 0.0000 ***
42) 高齢者自立生活社会実現 66.23 16 0.0000 ***
43) 自然災害予知被害軽減 47.95 16 0.0000 ***
44) テロ等不安脅威解消 57.8 16 0.0000 ***
48) 迅速安全交通システム整備 53.38 16 0.0000 ***
50) 快適住環境確保 41.47 16 0.0005 ***
51) 宇宙海洋等未知領域解明 48.76 16 0.0000 ***
53) 日本学問水準向上 136.12 16 0.0000 ***
55) 仕事生活利便性向上 55.42 16 0.0000 ***
56) 新産業雇用創出 189.84 16 0.0000 ***
57) 情報利用高度化効率的便利社会実現 43.87 16 0.0002 ***
59) 大学等研究教育積極的支援 27.44 16 0.0368 *
62) 緊急地震速報システム 10.04 4 0.0398 *
66) ロボット技術研究実用化 11.82 4 0.0187 *
69) レアアース代替品研究開発 15.56 4 0.0037 **
74) 現在職業 32.97 12 0.0010 ***
74) 職業 9.06 4 0.0595 .
91) 回答者ゆとり教育度 36.74 12 0.0002 ***
科学技術発展評価 42.79 16 0.0003 ***
最も信頼している手段 20.97 8 0.0072 **
0) 観測時点:91) 回答者ゆとり教育度 31.75 12 0.0015 **
66) ロボット技術研究実用化:5) 同居子ども人数 12.88 4 0.0119 *
69) レアアース代替品研究開発:13) 電気自動車開発進展普及促進課題 11.03 4 0.0263 *
69) レアアース代替品研究開発:56) 新産業雇用創出 35.32 16 0.0036 **
69) レアアース代替品研究開発:40) 資源エネルギー問題解決 37.46 16 0.0018 **
16) CO2削減等低炭素社会実現:1) 居住地域 64.34 32 0.0006 ***
---











附録 2 ハードルモデル(Hurdle model: 負の二項分布 Negative Binomial Distribution) 
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上式を r や pi, θi といった変数で表すこともある。その際には次の変数変換を行う。 
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 一方、一般的にハードルモデルは次式とされる 9.。f は負の二項分布だけでなく、ポアソン分布等に
も適用される。 
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全体の和が 1 から擦ることに対して、計数データモデルに一様分布を混合して調整している。 
 更に言えば、ハードルモデルとは、ゼロ点の構造的な変質性とそれ以降の分布構造による分布の




 本調査研究では、定数項のみの推定であるから、上式から説明変数 x,z を省略できる。 
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ることになる。いずれにしても、y>0 のパラメータ(α,μi ; yi:known)推定(偏微分)の過程において、fzero や
γ の構造や推定値は関係せず、脱落することが分かる。 
 なお、パラメータ α, μi を上記の r, θi に変換すると、次式となる。 
 
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